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1．計画策定の目的と計画の概要 

1-1．計画策定の背景と目的 

1) 背景 

本市では、鉄道（ＪＲ、近鉄）、バス（奈良交通、コミュニティバス）、タクシーといった地

域公共交通が運行されており、平成 24(2012)年に策定した「橿原市生活交通ネットワーク計画」

に基づき、公共交通空白地域の解消や利用促進等の取組みを進めてきました。近年の地域公共交

通利用者は、一部の路線を除き減少傾向にあり、さらに、コロナ禍の影響により公共交通離れが

進んでいる状況です。 

一方、本市の第 4次総合計画（令和 3(2021)年 3月策定）において、本市の将来ビジョンとし

て掲げる「はじまりから未来へ つながりきらめくまち かしはら」のうち、特に「まちづくり」

の実現に向けては、自分に合った手段で、誰もが快適に市内を移動できていることが目指す姿と

して掲げられています。本市全体として人口減少や少子高齢化が進展し、with/afterコロナ社会

における新しい生活様式が浸透しようとする中で、地域公共交通のあり方を改めて考える時期を

迎えています。 

また、人口減少の本格化や運転手不足の深刻化等に伴い、地域公共交通の維持が困難になって

いることを受けて、国では令和 2(2020)年 11月「地域公共交通活性化および再生に関する法律（平

成 19年法律第 59号）」（以下、地域公共交通活性化再生法という）が改正されました。これに

より、地域の移動手段を総動員して住民等の需要に対応する移動手段の確保に努めるとともに、

これを実現するための計画（地域公共交通計画）の策定が努力義務化されました。 

 

2) 目的 

こうした背景を踏まえ、地域公共交通の諸課題に対して、行政・交通事業者・地域住民などの

関係者が適切な役割分担のもとで一体となって連携し、持続可能な地域公共交通の維持・確保・

改善するための地域公共交通のマスタープランとして、『橿原市地域公共交通計画』を策定しま

す。 
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1-2．計画の位置づけと概要 

1) 計画の位置づけ 

本計画は前項に記載の地域公共交通活性化再生法に基づく地域公共交通計画であり、策定にあ

たっては、「橿原市第 4次総合計画」「橿原市都市計画マスタープラン」を上位計画としてこれ

に即するとともに、その他の関連計画との連携・整合を図ります。 

 

 
図 1.2.1 橿原市地域公共交通計画の位置づけ 

 

 

2) 計画の概要 

(1) 計画の区域 

本計画の対象区域は、橿原市全域とします。 

ただし、鉄道路線および一部のバス路線については、市域を跨いで運行され、市域を超えた

生活圏が形成されていることを考慮し、これらの市内外を連絡する路線等を対象とします。 

 

(2) 計画の期間 

本計画の対象期間は、令和 5(2023)年度から令和 9(2027)年度までの 5年間とします。 

 

 

  

第 2期橿原市まち・ひと・しごと創生総合戦略 
橿原市観光基本計画 
橿原市第 4期地域福祉推進計画 
                   等 

【上位計画】 

橿原市第 4次総合計画 
〔計画期間〕令和 3(2021)～令和 12(2030)年度 

即する 

橿原市地域公共交通計画 

〔計画期間〕令和 5(2023)～令和 9(2027)年度 

連携・整合を図る 

【関連計画】 

発展 

橿原市生活交通 

ネットワーク計画 

【前身の計画】 

地域公共交通活性

化再生法 

【根拠法】 

橿原市都市計画マスタープラン 
〔計画期間〕令和 5(2023)～令和 14(2032)年度 
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2．本市の地域公共交通の課題 

2-1．各種統計資料等から見える本市の現状 

1) 人口特性 

💡ポイント 

 総人口は約 12.1万で県下第 2の都市として発展してきましたが、2010年を境に減少に転じ

ています。今後、人口減少が本格化し、国立社会保障・人口問題研究所による 2040 年時点

の推計値では 10.4万人、橿原市人口ビジョンにおいても 10.9万人とゆるやかな減少を想定

しています。 

 高齢化率は市全体で 3 割弱ですが、昭和 40～50 年代に造成されたニュータウン等がある南

西部地域や南部地域では高齢化率が 3～4割を超えており、特に進展が早まっています。 

 

 
図 2.1.1 地域別高齢化の推移 
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※地域区分について 

地域によって、人口分布、高齢化、公共交通のネッ

トワーク等が異なることから、都市計画マスタープ

ランで設定した 5つの地域をもとに、地域特性やバ

ス路線等の公共交通ネットワークに応じて細分化

し、市内を 8つの区域に分類しています。 



2．本市の地域公共交通の課題 

4 
 

2) 人の動き 

💡ポイント 

 幹線道路ネットワークが整備され自動車による移動が 5割を超えています。また、市全体と

して概ね平坦な地形であることから、徒歩・自転車での移動も多くなっています。 

 人の動きとしては、市内での移動のほか、市外への鉄道路線が充実することから、大阪府・

大阪市・奈良市および近隣の周辺都市との流動が多く、大阪のベッドタウンとして鉄道の利

用が一定ありますが、バス利用は少なくなっています。 

 

 
資料：平成 22年近畿圏パーソントリップ調査 

図 2.1.2 橿原市および周辺市町の交通手段別分担率(平成 22(2010)年) 

 

 
資料：令和 2年国勢調査 

図 2.1.3① 通勤流動  

N=545,544

N=251,011

N=236,519

N=133,791

13.7

14.1

11.7

10.6

1.1

0.8

0.8

0.4

50.4

42.4

55.7

56.3

3.0

3.8

3.4

3.1

14.9

19.6

11.7

14.1

16.8

18.8

16.5

14.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

橿原市

大和高田市

桜井市

田原本町

鉄道 バス 自動車 自動二輪・原付 自転車 徒歩 その他 不明



2．本市の地域公共交通の課題 

5 
 

 
資料：令和 2年国勢調査 

図 2.1.3② 通学流動 
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3) 自動車・道路交通 

💡ポイント 

 南北方向、東西方向に主要な幹線道路が充実しており、マイカーへの依存度も高く、幹線路

線では一部渋滞が発生しています。 

 運転免許は 70 歳以上（特に女性）で保有率が低く、免許返納者数はコロナ禍後減少傾向に

あります。また、交通事故件数は減少していますが、交通事故に占める高齢者の割合は増加

傾向にあります。 

 

 
 

混雑度 交通状況 

1.0 未満 
昼間 12 時間を通じて、道路が混雑することがなく、円滑に走行

できる。渋滞やそれに伴う極端な遅れはほとんどない。 

1.0～1.25 未満 
昼間 12 時間のうち、道路が混雑する可能性のある時間が 1～2 時

間ある。 

1.25～1.75 
ピーク時間を中心として混雑する時間帯が増加する可能性が高

い状態。 

1.75 以上 慢性的に混雑状態を呈している状態。 

 
資料：道路交通センサス（H27),R4年度第 1回奈良県渋滞対策協議会資料 

図 2.1.4 市内道路の混雑状況 
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資料：橿原警察署提供 

図 2.1.5 橿原市の運転免許の保有状況(R3.12現在) 
 

 

表 2.1.1 運転免許返納者数の推移 

 
資料：橿原警察署提供 

 

 
 

資料：高齢者の交通事故発生状況（奈良県警） 

図 2.1.6 奈良県内の交通事故発生件数の推移 
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4) まちづくり・観光 

💡ポイント 

 奈良県立医科大学のキャンパス（教育研究部門）の移転および附属病院の再整備を契機とし

た新たなまちづくりが進められています。 

 橿原神宮や今井町等の観光資源を有するとともに、橿原市を含む「飛鳥・藤原の宮都とその

関連資産群」の世界遺産登録に向けた取組みが進み、橿原市の観光客数は増加傾向でしたが、

コロナ禍により大幅に減少しています。 

 

 
資料：橿原市 

※平成 28年の増加は、神武天皇御崩御 2600年で橿原神宮を訪れる人が非常に多かったため。 

※平成 31年(令和元年)の増加は、改元で橿原神宮や万葉集にスポットがあたり、また、JR 東海キャンペーンも重なったため。 

図 2.1.7 橿原市の観光客数の推移 
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5) 上位・関連計画で示される地域公共交通の方向性 

💡ポイント 

 第 4次総合計画、都市計画マスタープランにおいて、公共交通の利用促進や利用しやすいコ

ミュニティバスの運行、まちづくりと協調した公共交通体系、利用しやすい公共交通環境の

整備等が位置付けられている。 

 観光基本計画では、市内周遊・近隣地域周遊のための体制整備として、二次交通の検討が位

置付けられている。 

 

表 2.1.2 本市における主要な上位・関連計画で示される地域公共交通の位置づけ 

主要な計画 地域公共交通に関連する内容・施策 

①第４次橿原市総合計

画、橿原市第２期ま

ち・ひと・しごと創生

総合戦略(R3.3） 

• 公共交通の利用促進 

• 利用者のニーズを踏まえた利用しやすいコミュニティバスの運行 

• 市民の誰もが生活の支えとなる、まちづくりと協調した公共交通体系

の検討 

• 市内の主要施設間のアクセス向上や駅および駅周辺のバリアフリー

化推進 

②橿原市都市計画マス

タープラン (R5.3) 

• 広域交通拠点（大和八木駅、八木西口駅、畝傍駅、橿原神宮前駅）に

おける公共交通ターミナルとしての機能の強化 

• 地域交通拠点（上記以外の鉄道駅）における公共交通機関の利用しや

すい環境づくり 

• すべての人が利用しやすい路線バスの環境づくり（停留所改良、低床

バスの運行、バスレーンの設置等） 

• 交通ネットワークの再構築の検討（MaaS等） 

• 多様な交通手段を活用した交通ネットワークづくり（自転車、グリー

ンスローモビリティ、自動運転サービス等） 

③橿原市観光基本計画

(H29.6) 

• 二次交通の検討（観光タクシー等） 
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2-2．地域公共交通の現状の把握 

1) 地域公共交通の概況 

💡ポイント 

 市内外の移動を鉄道（近鉄 4路線 10駅・JR1路線 3駅）、路線バス（奈良交通 13路線）、一

般タクシー（4社）の民間事業者によるサービスに加え、市が運行主体となるコミュニティ

バス(1路線)が提供されています。 

 地域によって居住地の近隣に駅やバス停がなく、鉄道・バスによる人口カバー率が低い地域

が一部に存在しています。 

 鉄道・バスの利用者数は、コロナ禍前は横ばいで推移していましたが、コロナ禍により大幅

に減少しました。その後、やや回復が見られますが、コロナ禍前の水準には戻っていません。

市が運行するコミュニティバスの収支率は 3割から 2割に低下しています。 

 市内を運行するバス 4路線（路線バス 3、コミュニティバス 1）が、運行を維持するため国、

市により補助（地域公共交通確保維持事業の地域内フィーダー系統）を受けていますが、人

口減やコロナ禍による運賃収入減により、公共交通に対する市の財政負担額は増加傾向にあ

ります。 

 

表 2.2.1 鉄道・バスの利用者数の推移 

 
 

表 2.2.2 地域公共交通確保維持事業(地域内フィーダー系統)対象路線（令和 3(2021)年度） 

 
 

 
図 2.2.1 地域公共交通確保維持事業（地域内フィーダー系統）対象路線の事業費の推移  

（単位:千人）
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ｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞｽ 橿原市 30 31 33 37 39 37 39 38 24 30
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図 2.2.2 コミュニティバスの収支の推移 

 

 

【参考】地域内フィーダー系統の利用者数について（令和 4年度） 

コミュニティバス・地域内フィーダー系統の令和 4(2022)年度（市による独自推計）の利用

者数は、令和元(2019)年度比で平均約 9割程度の回復状況となっています。 

 

 
※令和 4年度予測については、令和 4年 4月～11月（または 12月）の利用者数実績を、 

コロナ禍前の月別利用者比率（年間利用者数に占める割合）に応じて、年間利用者数に換算している。 

 
参考 コミュニティバス及び地域内フィーダー系統路線の利用者数の推移 

（令和元(2019)年度を 100とした場合） 
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表 2.2.3 鉄道・バスによる地域別の人口カバー率（※） 

 
 

  
（※）人口カバー率について 

各都市におけるコンパクトなまちづくりに向けた取組を支援する参考として、都市構造の評価手法をと

りまとめた『都市構造の評価に関するハンドブック（平成 26(2014)年 8月 国土交通省）』では、都市の

生活利便性を評価する指標のうち、居住機能の適切な誘導を測る指標の 1つとして、「基幹的公共交通路

線の徒歩圏人口カバー率」が設定されています。 

ここでの徒歩圏は鉄道駅については 800ｍ、バス停については 300ｍとされていることを踏まえ、本計

画において駅から 800ｍ、バス停から 300ｍ圏内の人口カバー率を算出しています。 

地域

鉄道駅勢圏

(駅800m)

バス停勢圏

(バス停300m)

公共交通勢圏

(鉄道＋バス)

橿原市全域 71% 40% 83%

①中部 94% 48% 97%

②北東部 63% 40% 82%

③南東部 58% 18% 76%

④中南部 73% 76% 92%

⑤南部 86% 93% 96%

⑥南西部 56% 34% 73%

⑦中西部 71% 9% 71%

⑧北西部 80% 5% 80%
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図 2.2.3 地域公共交通（鉄道・バス）のネットワーク  

鉄道駅から 800ｍかつ 
バス停から 300ｍの区域 
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2) 地域公共交通に関する市民意向や関係者の意見 

(1) 市民の移動実態・利用ニーズ【住民アンケート】 

①普段の外出について（移動の特徴） 

💡ポイント 

 通勤・通学、買い物、通院時の移動手段は自家用車（自分で運転）が多く、マイカーを中心

とした生活が定着しています。徒歩・自転車も多く、通勤・通学時の鉄道利用等を除き、公

共交通はあまり利用されていません。 

 短い距離でも歩くことがやや困難になり、運転免許保有率が低くなる 75 歳以上では、タク

シー利用率が他の世代に比べ高くなっています。 

 よく行く買い物先、通院先ともに地域内の食料品店や病院を利用する傾向が強く、徒歩・自

転車で移動できる範囲内で日常生活を送れる環境が一定程度整っていると考えられます。 

 買い物、通院とも午前中がメインで、高齢になるほどその傾向が強くなっています。 

 

  

図 2.2.4 目的別の移動手段 

  

通勤・通学先 1.鉄道
市内[n=438] 11.0%
市外[n=715] 55.7%

通勤・通学先別鉄道利用率 

通勤・通学 買い物 通院

10歳代[n=11] 0.0% 0.0% 0.0%

20-64歳[n=362] 0.3% 0.3% 2.2%

65-74歳[n=265] 0.8% 0.5% 2.3%

75歳以上[n=307] 15.8% 5.6% 14.3%

年齢別タクシー利用率 

各目的ともに、自家用車（自分

で運転）が最も多い 

通勤・通学における鉄道利用を

除き、公共交通利用は少ない 

鉄道利用は、市外への

通勤・通学が中心で、

市内移動ではあまり

利用されていない 

75歳以上でタクシー利用率が上昇 
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図 2.2.5 鉄道利用者の駅までの移動手段 

 

 

表 2.2.4 よく行く買い物先（地域別） 

 
 

 

表 2.2.5 よく行く通院先（地域別） 

 
  

1位 2位 3位 4位 5位

1.中部 2.ヤマトー八木店 42.6% 1.近鉄百貨店(成城石井) 29.0% 15.オークワ醍醐店 23.2% 27.イオンモール橿原 21.3% 16.エバーグリーン膳夫店 15.5%

2.北東部 10.オークワ常盤店 33.6% 13.コープみみなし 31.2% 1.近鉄百貨店(成城石井) 21.1% 16.エバーグリーン膳夫店 17.4% 15.オークワ醍醐店 17.0%

3.南東部 16.エバーグリーン膳夫店 56.0% 15.オークワ醍醐店 52.2% 27.イオンモール橿原 22.0% 14.産直市場よってって 20.1% 17.オークワ畝傍店 17.6%

4.中南部 19.イズミヤ橿原神宮前店 43.9% 17.オークワ畝傍店 33.1% 27.イオンモール橿原 22.3% 21.Ａコープ 19.0% 16.エバーグリーン膳夫店 18.6%

5.南部 21.Ａコープ 72.0% 27.イオンモール橿原 28.6% 20.サンディ橿原神宮店 24.0% 19.イズミヤ橿原神宮前店 18.3% 1.近鉄百貨店(成城石井) 15.4%

6.南西部 26.オークワ坊城店 50.2% 27.イオンモール橿原 40.6% 25.万代坊城店 37.8% 24.ヨシムラ 31.5% 28.業務スーパー橿原店 10.4%

7.中西部 5.オークワ真菅店 50.5% 27.イオンモール橿原 38.4% 6.トライアル橿原店 36.9% 4.ヤオヒコ真菅店 20.7% 28.業務スーパー橿原店 20.7%

8.北西部 5.オークワ真菅店 47.6% 6.トライアル橿原店 39.9% 4.ヤオヒコ真菅店 35.9% 27.イオンモール橿原 24.2% 7.エバーグリーン田原本店 18.1%

全体 27.イオンモール橿原 26.4% 1.近鉄百貨店(成城石井) 15.1% 5.オークワ真菅店 15.1% 6.トライアル橿原店 14.7% 16.エバーグリーン膳夫店 13.9%

1位 2位 3位

1.中部 8.市内のその他の病院 52.1% 2.平成記念病院 21.9% 9.市外の病院 12.3%

2.北東部 8.市内のその他の病院 61.9% 9.市外の病院 17.8% 1.県立医大附属病院 7.6%

3.南東部 8.市内のその他の病院 54.7% 9.市外の病院 14.7% 1.県立医大附属病院 10.7%

4.中南部 8.市内のその他の病院 52.0% 1.県立医大附属病院 15.0% 9.市外の病院 13.4%

5.南部 8.市内のその他の病院 57.0% 1.県立医大附属病院 16.1% 6.大和橿原病院 12.9%

6.南西部 8.市内のその他の病院 59.3% 9.市外の病院 16.4% 1.県立医大附属病院 15.7%

7.中西部 8.市内のその他の病院 60.4% 1.県立医大附属病院 16.7% 9.市外の病院 14.6%

8.北西部 8.市内のその他の病院 62.6% 9.市外の病院 13.9% 1.県立医大附属病院 11.3%

全体 8.市内のその他の病院 57.3% 9.市外の病院 13.6% 1.県立医大附属病院 13.3%

徒歩・自転車が 
多くを占める 

※アンケートでの通院先の選択肢 
 1.県立医大附属病院 
 2.平成記念病院 
 3.平尾病院 
 4.錦織病院 
 5.平成まほろば病院 
 6.大和橿原病院 
 7.橿原リハビリテーション病院 
 8.市内のその他の病院 
 9.市外の病院 
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買い物  

全体 

 
75歳以上 

 
図 2.2.6 買い物の時間帯 

 

通院  

全体 

 

75歳以上 

 
図 2.2.7 通院の時間帯  

午後（夕方以降） 
の買い物が少ない 

年齢にかかわらず 
帰りを含めて午前中が多い 

帰りを含めて 

午前中が多い 
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②普段の外出について（移動で困ることの有無） 

💡ポイント 

 移動に困ることの割合は、年代別には若年層（通勤・通学）や高齢者（買い物、通院）、地

域別には中西部や南東部（通勤・通学、買い物）、南部・南西部（通院）、また、免許非保有

者で高く、マイカーを持たない世代や公共交通サービスが少ない地域において、移動困難者

が一定数いると考えられます。 

 

通勤・通学  

年齢別 

 
地域別 

  
困る理由 

     

図 2.2.7 通勤・通学時の移動で困ることの有無とその理由 
 

通勤・通学  

全体 

 
10歳代 

 
図 2.2.8 通勤・通学時の移動で困った場合の対応  

18.3%

14.0%

7.7%

13.5%

19.7%

20.7%

14.1%

8.1%

62.0%

65.3%

78.2%

78.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10歳代

20-64歳

65-74歳

75歳以上

1.よくある 2.時々ある 3.ほとんどない

[n=71]

[n=686]

[n=37]

[n=78]

7.9%

15.4%

17.1%

10.8%

9.9%

16.8%

16.0%

15.1%

17.1%

14.6%

21.4%

20.9%

23.9%

16.8%

30.0%

15.1%

75.0%

70.0%

61.4%

68.2%

66.2%

66.4%

54.0%

69.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中部

北東部

南東部

中南部

南部

南西部

中西部

北西部

1.よくある 2.時々ある 3.ほとんどない

[n=76]

[n=71]

[n=137]

[n=130]

[n=148]

[n=100]

[n=119]

[n=70]

通勤・通学時の移動で困る理由
1位 9.真夏や悪天候時に 徒歩や自転車で行くのが大変
2位 5.交通渋滞により到着時間が遅れる
3位 3.駅やバス停までが遠い

10歳代は 

頼るのは家族送迎 

南東部・中西部

がやや高い 
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買い物  

年齢別 

 
地域別 

 
困る理由 

     

図 2.2.9 買い物時の移動で困ることの有無とその理由 

 

 

買い物  

全体 

 
75歳以上 

 
図 2.2.10 買い物時の移動で困った場合の対応  

3.6%

7.5%

5.1%

9.5%

12.5%

14.5%

21.0%

22.2%

83.9%

78.1%

73.9%

68.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10歳代

20-64歳

65-74歳

75歳以上

1.よくある 2.時々ある 3.ほとんどない

[n=56]

[n=711]

[n=126]

[n=176]

5.9%

7.8%

4.5%

9.4%

3.6%

9.9%

4.0%

6.9%

14.9%

11.7%

21.6%

9.9%

18.9%

16.6%

25.4%

17.4%

79.2%

80.5%

73.9%

80.7%

77.5%

73.5%

70.6%

75.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中部

北東部

南東部

中南部

南部

南西部

中西部

北西部

1.よくある 2.時々ある 3.ほとんどない

[n=101]

[n=111]

[n=151]

[n=154]

[n=171]

[n=126]

[n=144]

[n=88]

買い物先への移動で困る理由
1位 9.真夏や悪天候時に 徒歩や自転車で行くのが大変
2位 5.交通渋滞により到着時間が遅れる
3位 3.駅やバス停までが遠い

高齢者は困ったときにタク

シーに頼る割合がやや高い 

高齢者ほど移
動に困ってい
る割合が高い 

南東部・南西部・
中西部がやや高
い 
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通院  

年齢別 

 
地域別 

 
困る理由 

     

図 2.2.11 通院時の移動で困ることの有無とその理由 

 

通院  

全体 

 
75歳以上 

  
図 2.2.12 通院時の移動で困った場合の対応 

  

7.2%

6.3%

13.6%

4.0%

13.5%

21.3%

25.8%

96.0%

79.3%

72.5%

60.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10歳代

20-64歳

65-74歳

75歳以上

1.よくある 2.時々ある 3.ほとんどない

[n=50]

[n=599]

[n=132]

[n=160]

2.4%

6.8%

7.4%

9.2%

6.5%

10.9%

7.8%

7.1%

14.1%

11.3%

16.0%

12.5%

22.8%

19.6%

18.3%

17.5%

83.5%

82.0%

76.5%

78.3%

70.7%

69.6%

73.9%

75.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中部

北東部

南東部

中南部

南部

南西部

中西部

北西部

1.よくある 2.時々ある 3.ほとんどない

[n=85]

[n=92]

[n=138]

[n=133]

[n=152]

[n=115]

[n=126]

[n=81]

通院先への移動で困る理由
1位 9.真夏や悪天候時に 徒歩や自転車で行くのが大変
2位 3.駅やバス停までが遠い
3位 1.行きの公共交通機関がない

高齢者は困ったときに最も

タクシーに頼っている 

南部・南西部

がやや高い 

高齢者ほど移
動に困ってい
る割合が高い 
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③公共交通の利用状況について 

💡ポイント 

 バスの利用は、10歳代および 65歳以上や、高齢者が多い南部地域、運転免許非保有者にお

いて多く、交通弱者にとって必要とされる移動手段となっています。 

 コミュニティバスの認知度は、主要な運行地域である南東部において他地域と大きく変わら

ず、地域の方々にあまり利用されていないことが伺えます。 

 バスについての不便・不満については、バスの運行本数・ダイヤへの不満が多く、これ以上

のサービス低下は更なる利用者離れにつながる恐れがあります。 

 バスを利用しない理由として、バス運行のないエリアを持つ北西部・中西部・南東部におい

て、自宅近くにバス停がないからと答えた人が多く、公共交通の利用を希望している可能性

があります。 

 コロナ禍により、半数程度が公共交通（バス・鉄道）の利用頻度が減少し、高齢ほどその傾

向が強くなっています。その代替手段は、全体としては自動車、運転免許保有率の低い 75

歳以上ではタクシーが増えています。 

 

年齢別 

 

地域別   

 

運転免許 

保有状況別 

 
 

図 2.2.13 バスの利用頻度  

1.2%

1.2%

0.8%

1.0%

24.1%

6.1%

11.4%

15.7%

1.2%

0.6%

0.8%

1.3%

73.5%

92.1%

86.9%

82.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10歳代

20-64歳

65-74歳

75歳以上

1.かしはらしコミュニティバスを使うことが多い 2.奈良交通の路線バスを使うことが多い
3.どちらのバスも使う 4.どちらのバスもほとんど使わない

[n=83]

[n=1028]

[n=306]

[n=360]

1.2%

2.7%

3.7%

0.4%

0.5%

0.4%

8.6%

7.1%

3.7%

11.6%

38.3%

4.9%

4.9%

3.6%

1.2%

2.0%

0.4%

1.7%

0.4%

0.8%

88.9%

88.2%

92.6%

87.7%

60.0%

94.7%

94.6%

95.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中部

北東部

南東部

中南部

南部

南西部

中西部

北西部

1.かしはらしコミュニティバスを使うことが多い 2.奈良交通の路線バスを使うことが多い

3.どちらのバスも使う 4.どちらのバスもほとんど使わない

[n=162]

[n=180]

[n=244]

[n=255]

[n=284]

[n=203]

[n=249]

[n=162]

0.8%

2.0%

7.0%

19.4%

0.7%

1.5%

91.5%

77.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

免許保有者

免許非保有者

1.かしはらしコミュニティバスを使うことが多い 2.奈良交通の路線バスを使うことが多い

3.どちらのバスも使う 4.どちらのバスもほとんど使わない

[n=1267]

[n=407]

南部地域でバス

の利用が多い 
65歳以上 75歳以上

中部[n=17] 35.3% 23.5%

北東部[n=23] 52.2% 30.4%

南東部[n=6] 0.0% 0.0%

中南部[n=34] 55.9% 20.6%

南部[n=71] 62.0% 36.6%

南西部[n=13] 46.2% 23.1%

中西部[n=10] 10.0% 10.0%

北西部[n=11] 54.5% 36.4%

バスを使う方に占める

高齢者の割合（地域別） 

免許非保有者の

利用率は免許保

有者の約３倍 
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図 2.2.14 コミュニティバスの認知度 

 

 

 
 
 
 

図 2.2.15 バスについて不便・不満を感じること 

 

20.7%

11.0%

14.5%

12.8%

10.9%

9.7%

7.6%

6.7%

61.0%

65.4%

64.0%

64.6%

62.5%

58.1%

66.4%

59.9%

18.3%

23.6%

21.5%

22.6%

26.6%

32.3%

26.1%

33.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中部

北東部

南東部

中南部

南部

南西部

中西部

北西部

1.知っている(ルートや時刻表も含む) 2.知っている(名前だけ) 3.知らない

[n=164]

[n=184]

[n=248]

[n=263]

[n=288]

[n=211]

[n=252]

[n=172]

コミュニティバスの主要な運行地域である南東部だが、認知度は他地域と大きく変わらない 

運行便数の少なさ、利用したい時間に運行されていないことに集中 



2．本市の地域公共交通の課題 

22 
 

 
 

 

 
 
 
 

 
 

 

 

 

 

図 2.2.16 バスを利用しない理由 

  

7.6%

4.0%

3.3%

22.9%

4.4%

1.6%

66.4%

25.3%

21.8%

7.6%

4.4%

2.2%

3.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

1.自分の行きたい目的地に

行くバスがないから

2.利用したい時刻に

バスが走っていないから

3.運行間隔が長いから

4.自宅の近くに

バス停がないから

5.運賃が高いから

6.目的地までの

所要時間が長いから

7.自家用車(送り迎えを含む)で

移動するのでバスを利用する必要がない

8.バイクや自転車､

徒歩で移動できるので必要ない

9.バスに乗る習慣がない

10.バスの運行ルートや

停留所等を知らないから

11.新型コロナウイルスへの

感染リスクがあるため

12.高齢･ケガ･病気等の理由で

バスを利用できない

13.その他

[n=1661]

バスを利用しない理由に「自

宅の近くにバス停がない」を

選んだ人の割合（地域別） 

バス運行のない北西部・中西部、バスルートからやや離れている地域がある南東部で高い 
→バスがあれば利用する可能性がある 

バスを利用しない理由として、自家用車・バイク・

自転車・徒歩が主たる移動を担っており、バスに乗

る習慣がないとの回答が多い 

→きっかけがあれば、バスを利用する可能性がある。 
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図 2.2.17 コロナ禍後の鉄道・バスの利用頻度 

 

 
 

図 2.2.18 代わりに増えた移動手段（鉄道・バスの利用頻度が減ったと回答した人） 

  

15.1%

40.4%

55.5%

58.1%

70.9%

58.9%

44.0%

40.2%

14.0%

0.7%

0.6%

1.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10歳代

20-64歳

65-74歳

75歳以上

1.コロナ禍前より減った 2.コロナ禍前と変わらない 3.コロナ禍前より増えた

[n=86]

[n=291]

[n=1024]

[n=339]

高齢者ほど公共交通の利用

頻度が減った人が多い 

自動車への 
移行が多い 

75歳以上はタクシー

への移行が見られる 
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(2) バス利用者の意見・利用状況【バス利用者アンケート】 

💡ポイント 

 路線バス利用者の約半数、コミュニティバス利用者の約 1／4 が日常的に送迎してくれる家

族・知人がおらず、バスが生活に欠かせない移動手段となっています。 

 路線バスについては、イオンモール橿原への利用が多くなっています。 

 コミュニティバスは、路線バスに比べて、通勤・通院の割合が高くなっています。利用状況

からも平日は奈良県立医科大学病院までの通勤・通院利用が多くを占めています。大和八木

駅～医大病院までの路線バスの運賃が 190円であるのに対して、コミュニティバス 170円で

あることから、コミュニティバスが医大病院への安価な交通手段として利用されている面が

強いといえます。 

 運行本数、運行時間帯への不満が多く、これ以上のサービス低下は更なる利用者離れにつな

がる恐れがあります。また、利用したくなる公共交通に向けて、バス待ち環境や鉄道駅等で

の乗継ぎ、情報提供・案内に対する改善も求められています。 

 

  
 

図 2.2.19 バス利用者の自動車の利用状況 
 

 

 
 

図 2.2.20 バスの利用目的  

路線バス利用者の約半数、コミュニティバス利用者の

約 1/4が、日常的に送迎してくれる人がいない 

路線バスは買い物・通院目的が多い コミュニティバスは通院・通勤

目的が多い 
うち 9人が 
医大病院への通勤 

うち 28人が 
医大病院への通院 
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※調査日（2022/9/23,9/25）の合計値 

※大和八木駅、橿原神宮前駅除く 

図 2.2.21 路線バス利用者数(乗車５名以上のバス停) 
 

表 2.2.6 コミュニティバス利用者数(平日) 

 
 

 

 
図 2.2.22 バスについて不便に思う点・改善すべき点 
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浦
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山
町

橿
原
市
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香
久
山
墓
園

橿
原
市
昆
虫
館

計

大和八木駅（南）①のりば 37 4 2 1 2 6 1 53

ミグランス橿原市役所分庁舎

橿原市役所前 1 1 2

医大病院玄関口 38 1 1 1 2 43

かしはら万葉ホール 2 2

橿原市藤原京資料室前 3 3

飛騨町 1 2 3

別所町 1 1 1 3

木之本町

南浦町 1 1

南山町 1 1

橿原市営香久山墓園 5 1 6

橿原市昆虫館 1 1

計 53 2 2 40 5 2 2 1 1 2 6 2 118

乗
車
バ
ス
停

大和八木駅～医大

病院玄関口間が全

体の６割以上 

運行本数・運行時間

帯について不便・不

満を感じる人が多い 
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表 2.2.7 バス・鉄道がもっと便利になる・利用したくなる主なアイデア（自由回答） 

項目 主な意見・アイデア 

運行本数  橿原神宮からイオンモール方面へのバスの本数が少ない。 

 飛鳥の観光地でもあり、バスの運行本数を増やすべき。 

 9時台～12時台の本数を増やしてほしい。 

 バスは小型で良いので本数を増やしてほしい。 

 運行本数を 1時間に最低 2本ぐらいほしい。 

 白橿町在住だが、八木駅までの便数が増えると病院や買い物が便利になる。 

 橿原神宮前駅から市営墓地は、平日でも回数が少なくても運行してほしい。 

運賃・割引  大和八木駅と医大病院間は 100円にしてはどうか。 

 ポイント制や何回か乗れば 1回無料等のわかりやすいサービス。 

 バスに乗るたびにスタンプが貯まるとかスタンプラリー。 

 バスに乗ると市内の飲食店とコラボしてランチ 50円引き券がもらえるな

ど、バスに乗ったら得するサービス。 

 鉄道とバスの連動割引サービスの新設。 

 老人割引（時間帯制限付）の導入（老人のフレイル防止促進のため） 

 地域商店街とタイアップした割引制度の導入 

情報提供・案内  行き先が表示されても他府県からの観光客は極めてわかりづらいので、地

図上にてルート表示されていればと思う。 

 バスが遅れているのか、通過済みかわかる等、バス停での到着情報の掲示。 

 バス停の場所や行き先が一目見てわかりやすいとみんな使うと思う。 

 観光客の乗車率が高いシーズン・時間帯に次の停留所のアナウンス時に最

寄りの観光スポットの簡単な案内を行う。 

路線  午前中にマホロバ廻りがないので時間がかかる。 

 イオンやニトリ、大きめの店や施設などある程度せまい範囲の周回バス。 

 運行の空白地域をなくしてほしい。 

 市内循環バスがあれば行動範囲も広くなるのでは。 

その他  大和八木駅での電車とバスの乗り継ぎ。 

 いつも便利によく利用しており、バス便が無くなることは考えらない。自

分の足となり、便利で良い。ありがとう。 

 今でも便利だと思う。 

 運転手がアナウンス等しっかりとしてくださり、気持ちよく利用している。 

 年齢が高くなるにつれ、バスに頼る気持ちが強くなる。 

 

  

→「運行本数」「運賃・割引」「情報提供・案内」「路線」に関する意見やアイデアが多い 
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(3) 交通事業者や乗務員の意見【交通事業者・乗務員アンケート】 

💡ポイント 

 いずれの交通事業者とも、地域住民の移動を支えられなくなることへの危機感を非常に強く

持っています。 

 認識する問題点としては、生活様式や働き方の大きな変化により利用者がコロナ禍前の水準

には戻らないこと、沿線人口の減少や道路整備等による利用者の一層の減少、補助額が年々

増加する中でのバス路線の維持、乗務員不足と人材確保の難しさ等が挙げられています。 

 事業者だけの取組みには限界があり、地域や行政に対して、地域が主体となった公共交通の

利用促進施策、公共交通教育の取組み、地域住民や行政職員の積極的な利用、利用者増に向

けた運賃割引施策、観光施策との連携、燃料高騰に対する支援等が期待されています。 

 バス乗務員からの市内路線全体や各路線についての意見としては、概ね以下のとおりです。 

○イオンモールにアクセスする路線で幅広い年齢層から利用がある。他は利用が少なく、高

齢者が中心。 

○コミュニティバスは、平日は医大までの利用が大半だが、花（コスモス・菜の花など）の

シーズンは病院利用者・観光客で乗り切れないときがある。 

○改善に向けた提案としては、渋滞解消や高齢者向け ICカード導入による定時性の確保、医

大移転に伴うバス運行の検討、バス利用促進の市民周知、一部の多客路線における増便や

車両の大型化等を求める声がある。 

 

表 2.2.8 交通事業者が認識する課題 

事業者 回答内容 

鉄道  新しい生活様式の定着により、特に定期券利用者について、コロナ前の水準に回

復することは厳しい 

 将来の人口減少による鉄道利用者の一層の減少 

 道路整備が進み、さらなる鉄道利用の減少が予想 

 車両・設備の更新、バリアフリー整備、防災対策などの継続的な実施 

バス  不採算路線が多く、年々補助額が増加するなかでの路線の維持が課題 

タクシー  乗務員不足による稼働率の低下 

 乗務員の高齢化が進む中、新たな運転手の確保が困難で、ますます人材不足 

 
表 2.2.9 地域や行政に期待すること 

事業者 回答内容 

鉄道  地域が主体の公共交通の利用促進施策の実施 

 意識の醸成と地域住民による積極的な利用 

 子供たちに公共交通利用の必要性を学校で教えるようにしてほしい（校外授業な

ど） 

 鉄道施設の維持、地域住民の利用の公的補助 

 行政職員の積極的な通勤、出張利用 

バス  来訪の目的となるような催し、施設の整備 

 公共交通を利用しやすくするための運賃補助 

 利用促進の PRの連携。 

 燃料高騰等の支援。 

 世界遺産登録エリアに向けた取り組み 

タクシー  コロナワクチン、買い物利用券等の発行等の支援 

 外出支援のためのタクシー利用券の発行 
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(4) 市内の大学・高校等に通う学生の意見【学生アンケート】 

💡ポイント 

 奈良県立医科大学生は、新キャンパスへのアクセス確保、鉄道・バスの増便、授業時間にあ

わせたダイヤ変更を求める声が多くなっています。 

 高校生は、市外からは鉄道(近鉄)、市内からは徒歩・自転車による通学が主ですが、自家用

車による送迎がＪＲやバスよりも多くなっています。また、鉄道・バスの増便、授業時間に

あわせたダイヤ変更を求める声が多くなっています。 

 

表 2.2.9 バスや鉄道が便利になるアイデア（自由回答） 

【奈良県立医科大学（全回答者数 289）】 

分類 件数 アイデアの一例 

駅 51 ・新しいキャンパス近くに新駅設置 

本数・ダイヤ 24 ・通学・帰宅ラッシュ時の本数増 

・授業の終了時刻にあわせたバス運行 

路線 21 ・八木駅から大学キャンパスまでのシャトルバス 

運賃・割引 7 ・奈良交通の定期券をもっと安くしてほしい 

バス停 7 ・新キャンパス前にバス停設置 

乗継 5 ・バスは、電車との乗り継ぎを意識した時刻表にしてほしい 

情報提供・案内 4 ・バスの位置情報、遅延情報、混雑情報が分かるわかりやすいサイト 

その他 23 ・キャンパスの近くに駐車場、駐輪場の整備。 

 

【高校（全回答者数 1,822）】 

分類 件数 アイデアの一例 

本数・ダイヤ 180 ・学校の活動時間にあわせたダイヤ設定 

運賃・割引 103 ・値下げ、割引、料金制度の工夫 

・乗車ポイント加算による割引 

車両 35 ・通学時間帯の鉄道車両数増加 

・バス車両の大型化 

バス停 24 ・学校の前にバス停を設置する 

路線 24 ・コミュニティバスでの観光モデルコース 

情報提供・案内 24 ・位置情報・混雑状況が分かるアプリ 

・ＳＮＳを利用した情報発信 

駅 13 ・畝傍高校の近くに駅を新設する 

・ホームドアの設置 

乗継 12 ・公共交通機関どうしの接続が悪いと利用者数が減るので接続を改善

する 

待合環境 10 ・待つ場所に冷暖房や屋根を設置 

・駅構内にお店をつくる 

遅延 8 ・些細な遅延でもリアルタイムで分かるようにしてほしい 

その他 34 ・乗車ポイント制度の導入 

・PayPayなどで支払いができるようにする 

なし 35 ・文句を言うのは失礼だと思う 

・十分便利 
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(5) 橿原市への観光客の意見【観光客アンケート】 

💡ポイント 

 観光客の移動手段は自動車が多くを占めるが、遠方からの観光客は、市内移動の際に鉄道や

レンタサイクルを利用する人が多い。 

 観光地の移動で重視することとして、近畿地方在住者は、周辺の観光情報の提供を求める声

が多いのに対し、遠方からの観光客への移動手段や移動情報の提供が求められている。 

 
図 2.2.23 橿原市内での交通手段 

 

 
図 2.2.24 観光地の移動で重視すること  
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2-3．本市の地域公共交通の課題 

前節までに整理した各種基礎資料や移動実態・ニーズ把握等の調査結果を分析し、本市の地域

公共交通について、以下の 3つの課題を抽出しました。 

 

課題１ 鉄道・バスが連携する既存の地域公共交通ネットワークの維持 

 

本市および地域公共交通の現状・各種調査結果の分析結果 根拠となる図表の参照先 

• 道路ネットワークが充実し、自動車による移動が便利

であること、地形が平坦で徒歩や自転車による移動が

しやすいこと、徒歩・自転車の圏内に日常的に利用す

る施設（商業施設や病院）が立地していること等から、

多くの市民の主たる移動は、自家用車・徒歩・自転車

が担っている。 

• 公共交通の利用は日常的な移動手段としては限定的で

あるものの、鉄道は市外への通勤・通学、バスは若年

層・高齢者・運転免許非保有者等の交通弱者の日常的

な市内移動、タクシーは後期高齢者による利用が多く、

こうした方々にとって、地域公共交通のサービスが低

下したり、なくなったりすれば、移動が困難になる恐

れがある。 

図 2.1.2 橿原市および周辺市町の

交通手段別分担率（P.4) 

図 2.2.4 目的別の移動手段（P.14） 

図 2.2.5 鉄道利用者の駅までの移

動手段（P.15） 

図 2.2.10 買い物先への移動で困っ

た場合の対応（P.18） 

図 2.2.12 通院先への移動で困った

場合の対応（P.19） 

図 2.2.13 バスの利用頻度（P.20） 

図 2.2.19 バス利用者の自動車の利

用状況（P.24） 

• 鉄道・路線バス・コミュニティバス・タクシー等、地

域公共交通として多様な輸送サービスが提供されてい

るが、利用者のコロナ禍前水準への回復が難しく、こ

の状況が続けばサービスの削減や撤退の可能性が高ま

る。 

表 2.2.1 鉄道・バスの利用者数の推

移（P.10） 

 

• ほとんどのバス路線の収支は赤字で、国や県・市で補

助をして維持をしているが、その財政負担額は増加傾

向にあり、市の財政状況が厳しい中で維持することが

困難になる可能性がある。 

図 2.2.1地域公共交通確保維持事業

（地域内フィーダー系統）対象路線

の事業費の推移（P.10） 

• コミュニティバスは、大和八木駅～医大病院玄関口間

の通院・通勤目的での利用は多いが、医大病院玄関口

より以降の南東部地域での利用が少ないため、サービ

スの見直し・改善を図る必要がある。 

図 2.2.2 コミュニティバスの収支

の推移（P.11） 
図 2.2.14 コミュニティバスの認知

度（P.21） 
図 2.2.20 バスの利用目的（P.24） 
表 2.2.6 コミュニティバス利用者

数(平日)（P.25）  
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課題２ 地域の状況・社会情勢の変化・まちづくりの動向を踏まえた移動手段の確保 

 

本市および地域公共交通の現状・各種調査結果の分析結果 根拠となる図表の参照先 

• 南部地域や南西部地域においては市内でも高齢化が進

み、また、北西部・中西部・南西部地域など、鉄道・

バスによる人口カバー率が低い地域が存在し、その地

域の公共交通が確保されなければ日常生活を送るうえ

での移動が困難な人が増えてくる恐れがある。 

図 2.1.1 地域別高齢化率の推移

（P.3） 

表 2.2.3 鉄道・バスによる地域別の

人口カバー率（P.12） 

図 2.2.3 地域公共交通（鉄道・バス）

のネットワーク（P.13) 

 

• 現在、バス運行がされていないエリアを含む地域（北

西部・中西部・南東部）では、バスを利用しない理由

として、近くにバス停がないからと答える割合が他地

域よりも高く、公共交通の利用を希望している可能性

がある。 

図 2.2.16 バスを利用しない理由

（P.22） 

• コロナ禍で鉄道・バスの利用頻度が減少し、マイカー

を持たない移動弱者の外出機会が失われている可能性

がある。 

• コロナ禍による自家用車利用の増加もあいまって、こ

れまで以上にマイカーを中心とする生活が定着する

中、増加する高齢者が自動車に頼った生活を余儀なく

されると、安全・安心が低下する恐れがある。 

• 高齢者では、自動車利用の増加とあわせてタクシーの

利用が増えており、公共交通としてのタクシーのニー

ズが高まっている可能性がある。 

表 2.1.1 運転免許返納者数の推移

（P.7） 

図 2.1.6 奈良県内の交通事故発生

件数の推移（P.7）  

図 2.2.17 コロナ禍後の鉄道・バス

の利用頻度（P.23） 

図 2.2.18 代わりに増えた移動手段

（鉄道・バスの利用頻度が減ったと

回答した人）（P.23） 

• 奈良県立医科大学のキャンパス（教育研究部門）の移

転および附属病院の再整備を契機とした新たなまちづ

くりが進められており、これに伴う移動手段の確保や

新駅設置等の必要性が高まる可能性がある。 

表.2.2.7 バス・鉄道がもっと便利

になる・利用したくなるアイデア

（自由回答）(P.26) 

• 「飛鳥・藤原の宮都とその関連資産群」の世界遺産登

録に向けた取組みが進められており、二次交通や移動

情報の提供などの観光客の移動支援策の充実を図る必

要性が高まる可能性がある。 

表 2.1.2 本市における主要な上

位・関連計画で示される地域公共交

通の位置づけ（P.9） 

図 2.2.24 観光地の移動で重視する

こと（P.29） 
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課題３ 関係する各主体の連携と適切な役割分担 

 

本市および地域公共交通の現状・各種調査結果の分析結果 根拠となる図表の参照先 

• バス運行本数やダイヤに対する不満が多く、現状から

の減便は更なる利用者減少、収益悪化を招き、その結

果としてサービス削減や撤退の悪循環に陥る恐れがあ

り、利用者減少に歯止めをかける取組みが必要である。 

図 2.2.15 バスについて不便・不満

を感じること（P.21） 

図 2.2.22 バスについて不便に思う

点・改善すべき点（P.25） 

• 市民の主たる移動は、自家用車・自転車・徒歩が担っ

ており、バスを利用しない理由として、一定数がバス

に乗る習慣がないからと答えており、バスを利用する

きっかけづくりや公共交通への関心を高める取り組み

が、利用増進に繋がる可能性がある。 

図 2.1.2 橿原市および周辺市町の

交通手段別分担率(平成 22(2010)

年)（P.4） 

図 2.2.16 バスを利用しない理由

（P.22） 

• 交通事業者は厳しい事業環境に直面し、地域住民の移

動を支えられなくなることへの危機感が非常に強くな

っている。 

• バス乗務員からは、道路渋滞解消やスムーズな乗降で

きる ICカードの導入による定時性の確保、バス利用促

進の市民周知、多客路線における増便や車両大型化等

の改善への提案があり、現場目線での改善策により、

利便性が向上できる可能性がある。 

表.2.2.8 交通事業者が認識する課

題（P.27） 

• 市民や利用者の要望・意向と、交通事業者が直面する

現状や地域への期待に隔たりがあり、地域住民・交通

事業者・行政を含めた関係者が一体感を持って課題１

や課題２に対応し、公共交通を守っていくことが重要

である。 

－（※上記の背景より抽出） 
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3．計画の基本方針 

3-1．計画の基本理念 

本市の最上位計画である橿原市第 4次総合計画では、将来ビジョンとして、“はじまりから未

来へ、つながりきらめくまち かしはら”が掲げられ、橿原に住むことに喜びや誇りを感じること

や、この地を訪れる人にも来てよかった、住んでみたいという魅力を感じるまちにしたいという

思いが込められています。 

本市の地域公共交通の諸課題を解決し、総合計画に掲げる将来ビジョンの実現を人の移動や交

通の観点から支えるため、本計画の基本理念を次のように定めました。 

 

《計画の基本理念》 

はじめる 支える つなげる かしはらの地域公共交通 

はじめる：日本国はじまりの地で、未来に向けた持続可能なまちづくりを支える地域公

共交通を守っていくための取組みを、ここからはじめていきます。 

 

支 え る：交通事業者や行政だけでなく、地域住民等も含めたすべての関係者が一体と

なって、厳しい状況に直面する地域公共交通を支えていきます。 

 

つなげる：地域公共交通の意義や役割を関係者みんなが理解し、“自分ごと”とする意

識を醸成することで、「使い→育て→守る」という循環を生み、次の世代に

つなげていきます。 
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3-2．計画の基本方針 

前章で抽出した本市の地域公共交通の課題を解決し、本計画の基本理念「はじめる 支える つ

なげる かしはらの地域公共交通」を実現するために、課題に応じて、3つの基本方針を設定し

ました。 

 

地域公共交通の課題  基本方針 
   

課題１ 

鉄道・バスが連携す

る既存の地域公共交

通ネットワークの維

持 

 Ａ 持続可能な地域公共交通ネットワークを構築するための維持・改善 

地域公共交通は、特に交通弱者の生活になくてはならないもので

すが、利用者減やコロナ禍等により交通事業者の経営環境が非常に

厳しくなっていることから、効率的な輸送体系の構築、適切な行政

負担等により既に構築されている地域公共交通ネットワークの維

持・改善を図ります。 

   

課題２ 

地域の状況・社会情

勢の変化・まちづく

りの動向を踏まえた

移動手段の確保 

 Ｂ 多様なニーズに対応した地域公共交通の確保 

地域の状況や社会情勢の変化、さらにはまちづくりの進捗に応じ

て、既存の地域公共交通での対応が難しい移動ニーズがある場合、

それに応えていくために、地域の実情に応じた新たな移動手段の確

保し、市全体の地域公共交通ネットワークの底上げを図ります。 

   

課題３ 

関係する各主体の連

携と適切な役割分担 

 Ｃ 地域公共交通を支える体制・しくみの構築 

交通事業者だけに頼った地域公共交通の維持は厳しい状況を踏ま

え、行政や交通事業者、住民等、それぞれの主体が適切に連携・役

割分担し、持続的かつ効果的な地域公共交通の維持・確保・改善を

図ります。 

 

基本方針に基づく各種施策（詳細は次章に記載）の実施にあたり、まず必要となるのが、基本

方針Ｃの体制・仕組みの構築であり、計画推進の土台となる方針です。基本方針Ｃのもとで、基

本方針Ａや基本方針Ｂが連携し、基本理念の実現を目指していきます。 

 

《基本方針の関係性》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本方針Ｃ 

地域公共交通を支える体制・しくみの構築 

基本方針Ａ 

持続可能な地域公共交通ネッ

トワークを構築するための 

維持・改善 

基本方針Ｂ 

多様なニーズに対応した地域 

公共交通の確保 

計画の基本理念 

はじめる 支える つなげる 

かしはらの地域公共交通 

方針Ａ・Ｂの実施を支え、

計画推進の土台となる 

方針Ｃのもと、

連携しながら

進める 

支える 支える 

連携 

する 

実現を目指す 
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3-3．地域公共交通の将来ネットワーク 

1) 地域公共交通等の位置づけと役割分担 

本市の地域公共交通ネットワーク（以下、ネットワーク）は、主に市域や都市圏を超え広域

的な移動を支える「広域幹線」、主に隣接する市町への移動を支える「地域幹線」、主に市内

における移動を担う「市内支線」として位置づけ、これらをタクシー等の「面的個別輸送」や

少量の移動ニーズや特定の目的に対応する福祉交通等の「その他の交通」により補完します。 

各モード別の位置づけと役割分担と具体的な路線は、以下のとおりです。 

 

位置付け 役割 交通モード 
具体的な路線 

（○：既存,◇：今後新規の可能性があるもの） 

広域幹線 ネットワークの骨格を形成し、

市域や都市圏を超える移動や、

拠点間での移動等を多面的に

支える 

鉄道 ○近鉄大阪線・南大阪線・橿原線・吉

野線 

○ＪＲ桜井線 

地域幹線 ネットワークの骨格を形成し、

主に市内の拠点から隣接する

市町への移動等を支える 

バス ○奈良交通（市域を超える路線） 

・八木新宮線、八木下市線、八木御

所線、八木五條線、飛鳥線、高田

イオンモール線 

※「下線」は、現在、地域公共交通確保維

持事業(地域間幹線系統)を活用 

市内支線 主に市内の拠点と居住エリア

をつなぎ、地域内の移動サービ

スと不便地域の解消を担う 

バス等 ○奈良交通（市内で完結する路線） 

・八木イオンモール線、医大病院線、

橿原団地線、八木耳成線、神宮イ

オンモール線、神宮観音寺線 

○かしはらしコミュニティバス 

◇地域主体の移動手段 

※「下線」は、現在、地域公共交通確保維

持事業(地域内フィーダー系統)を活用 

面的個別輸送 個別の需要に対し、細やかな対

応により、地域住民の移動を支

える 

一般 

タクシー 

○橿原タクシー 

○栄タクシー 

○奈良近鉄タクシー 

〇サンキュータクシー 

その他の交通 少量の移動ニーズや特定の目

的に対応し、日常生活を支える 

補助的 

輸送資源 

○施設送迎バス 

◇ボランティア輸送 

  福祉交通 ○福祉タクシー 

◇福祉有償運送 

 

※拠点について（都市計画マスタープランでの位置づけ） 

多くの人やものが集まり、本市を特徴づける場所として、賑わいや都市の利便性の向上を推進する

とともに、地域資源の保全や活用による交流人口の増大を促進する。 

都市拠点 ・大和八木駅、八木西口駅、畝傍駅を含む商業・業務施設、本庁舎・分庁舎、観光、

各種サービス機能が集積したエリア 

・橿原神宮前駅周辺の観光、各種サービス機能が集積したエリア 

広域交通拠点 ・大和八木駅、八木西口駅、畝傍駅 

・橿原神宮前駅 

地域交通拠点 ・真菅駅、新ノ口駅、耳成駅、畝傍御陵前駅、岡寺駅、坊城駅、橿原神宮西口駅、

金橋駅、香久山駅の各駅周辺地区 

・新駅を計画する駅周辺地区 
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2) 将来の地域公共交通ネットワークイメージ 

地域公共交通の将来ネットワークとしては、充実した鉄道・バスネットワークによる現在の

骨格構造の維持を基本とし、地域のニーズを踏まえ、主に市内支線の利便性の向上やサービス

の見直しを行うととともに、地域の実情に応じて、不便地域と新たな路線の導入を支援するな

どにより、利便性・効率性の向上を図ります。 

 

 
図 将来の地域公共交通ネットワークイメージ  

広域幹線（鉄道）

地域幹線（路線バス）

市内支線【既存】（路線バス・コミバス）

市内支線【新規】（地域主体の移動手段）
バス停から300m、鉄道駅から800m以上離れた地域（不便地域）と
拠点とつなぐ（※地域主体の検討に基づき、必要に応じて導入）

面的個別輸送 一般タクシーにより、市内全域をカバー（図示なし）

その他の交通 補助的輸送資源や福祉交通等により特定の目的に対応（図示なし）

拠点（都市計画マスタープランでの位置づ
けに基づく）

イオンモール橿原

真菅駅

岡寺駅

金橋駅

耳成駅

香久山駅

畝傍御陵前駅

橿原神宮前駅

橿原神宮西口駅

坊城駅

新ノ口駅

畝傍駅

大和八木駅

八木西口駅

都市拠点 広域交通拠点 地域交通拠点

不便地域
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4．計画の目標 
本計画の基本理念の達成を図るため、計画の目標、評価指標および数値目標を、計画全体およ

び基本方針ごとに設定しました。なお、数値目標については、コロナ禍からの利用者数の回復程

度を見通すことが難しいことから、継続的なモニタリングに基づき、必要に応じて見直しを行っ

ていくこととします。 

 

《計画の目標》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本方針Ｃに関する目標 

①地域公共交通に係る関係者による活発な意見交換 

②地域公共交通に係る積極的な情報発信 

③公共交通教育・学習機会の提供の増加 
・ 

・ 

基本方針Ａに関する目標 

①コミュニティバスのサービス向上 

②利便性向上に向けた取り組みの増

加 

基本方針Ｂに関する目標 

①公共交通にアクセス可能な市民

の増加 

②主体的に地域公共交通を考える

地域や取り組みの増加 

計画全体の目標 

①地域公共交通の利用者数の回復 

②地域公共交通に対する市の財政負担の維持 

③地域内フィーダー系統補助路線の収支率の改善 
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【計画全体】 はじめる 支える つなげる かしはらの地域公共交通 

【目標設定の考え方】 

・基本方針Ａ、Ｂ、Ｃに基づき各種施策を実施した結果として、地域公共交通を利用する人が

増え、地域公共交通ネットワークの持続可能性が高まっているかを検証するため、以下の 3

点を計画全体の目標とします。 

 ①市内を運行する公共交通利用者数の回復 

数値目標-1 コミュニティバス・地域内フィーダー系統の令和 4(2022)年度の利用者数が令

和 3(2021)年度比約 10％増で推移していることを鑑み、各種施策の実施によ

り、市内のみで運行する路線の利用者数の令和 3(2021)年度比 20％増を目指し

ます。 

数値目標-2 市外のバス停や市民以外の利用も含まれる等、本市以外の要素を含むものの、

各種施策の実施により、市外に跨がり運行する路線の利用者数の令和 3(2021)

年度比 10％増を目指します。 

 ②地域公共交通に対する市の財政負担額の維持 

数値目標上昇・高騰する人件費・燃料費のなかでネットワークを維持することを考慮し、

バス路線維持に係る市の財政負担総額の令和 3(2021)年度水準維持を目指します。 

 ③地域内フィーダー系統補助路線の収支率の改善 

数値目標コミュニティバス・地域内フィーダー系統の令和 4(2022)年度の利用者数が令和

3(2021)年度比約 10％増で推移していることを鑑み、対象路線の収支率の令和

3(2021)年度比 5ポイント以上の改善を目指します。 

目標 評価指標 現状値 
（令和 3年度） 

数値目標 

①-1 地域公共交通の利

用者数の回復(市内の

み運行する路線） 

かしはらしコミュニティ

バスの利用者数 
30 千人 

↗ 増加 

(令和 3年度比 20％増) 奈良交通路線バス(※1)の

利用者数 
914 千人 

①-2 地域公共交通の利

用者数の回復(市外に

跨がり運行する路線） 

奈良交通路線バス(※2)の

利用者数 
475 千人 

↗ 増加 

(令和 3年度比 10％増) 近鉄・ＪＲの利用者数(市

内 13駅の乗車人員) 
12,550 千人 

②地域公共交通に対する

市の財政負担額の維持 

バス路線維持に係る市の

財政負担総額(※3) 
46,948 千円 

→ 維持 

(令和 3年度水準) 

③地域内フィーダー系統

補助路線の収支率の改

善 

奈良交通路線バス(八木耳

成線、神宮イオンモール線・

神宮観音寺線)の収支率 

42.5 ％  ↗ 改善 
(令和 3年度比 

5ポイント以上改善) かしはらしコミュニティ

バスの収支率 
21.6 ％  

(※1)対象路線：神宮イオンモール線、神宮観音寺線、八木耳成線、橿原団地線、八木イオンモール線、医大病

院線 

(※2)対象路線：八木新宮線、八木下市線、八木御所線、八木五條線、飛鳥線 

(※3)対象路線：地域内フィーダー系統補助路線（3系統：八木耳成線、神宮イオンモール・神宮観音寺線、か

しはらしコミュニティバス）、地域間幹線系統補助路線（4系統：八木下市線、八木御所線、高田イオン

モール線、八木新宮線） 
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基本方針Ａ 持続可能な地域公共交通ネットワークを構築するための維持・改善 

【目標設定の考え方】 

・市民の日常生活を支える地域公共交通ネットワークが維持・確保できているかを検証するため、

以下の 2点を目標とします。 

 ①バス路線の維持 

数値目標既存のバスが日常的な市内移動の手段としての役割を担っており、これを維持する

必要があるため、市内を運行するバス路線数の現状維持を目指します。 

 ②コミュニティバスサービスの向上 

数値目標コミュニティバスの維持に向け、認知度の向上をはじめとする利用の増進に向けた

取り組みが必要であることから、新たに実施するサービス改善策の取り組み数を各

年度 1以上とします。 

目標 評価指標 現状値 数値目標 

①バス路線の維持 
市内を運行するバス路線

数 

14 路線 

（奈良交通 13、 

コミュニティバス 1） 

→ 維持 

(14路線) 

②コミュニティバスサ

ービスの向上 

新たに実施するサービス

改善策の取り組み数 

0    

（令和 3年度） 

↗ 増加 

（各年度 1以上） 

 

 

基本方針Ｂ 多様なニーズに対応した地域公共交通の確保 

【目標設定の考え方】 

・地域の実情に応じた移動手段が確保され、一人でも多くの市民が公共交通を身近に利用できる

環境を創出できているかを検証するため、以下の 2点を目標とします。 

 ①公共交通へのアクセス環境の確保 

数値目標一人でも多くの人が公共交通を利用できるようにするため、バス・鉄道等による人

口カバー率を現状以上とします。 

 ②地域が主体的に地域公共交通を考える取り組みの支援 

数値目標新たな移動手段の確保に向けた地域の主体的な取り組みを推進するため、地域が主

体的に地域公共交通を考える取り組み数を 2とします。 

目標 評価指標 現状値 数値目標 

①公共交通へのアクセ

ス環境の確保 

バス・鉄道等による人口

カバー率（※1） 

83 ％ 

（令和 2年度） 

↗ 増加 

（現状以上） 

②地域が主体的に地域

公共交通を考える取

り組みの支援 

地域が主体的に地域公共

交通を考える取り組み数 

1   

（令和 4年度） 

↗ 増加 

（取り組み数 2） 

(※1)バス停から 300ｍ、鉄道駅から 800ｍの区域内の夜間人口（令和 2年国勢調査ベース） 
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基本方針Ｃ 地域公共交通を支える体制・しくみの構築 

【目標設定の考え方】 

・それぞれの主体が適切な役割分担のもとで連携し、一体感を持って、計画を円滑かつ機動的に

推進出来ているかを検証するため、以下の 3点を目標とします。 

①地域公共交通に係る関係者の連携の強化 

数値目標関係者が相互に対話する機会を設けることが重要なため、連携施策を検討する意見

交換会の実施回数を年間 2回以上とします。 

②地域公共交通に係る積極的な情報発信 

数値目標地域公共交通の利用促進と利用者の関心を高めるため、市広報等での地域公共交通

に関する情報発信の回数を年間 2回以上とします。 

③地域公共交通への理解の促進 

数値目標特に児童・学生の地域公共交通の学びの機会を増やすため、公共交通学習を実施す

る学校数を延べ 16校とします。 

目標 評価指標 
現状値 

（令和 3年度） 
数値目標 

①地域公共交通に係る

関係者の連携の強化 

連携施策を検討する意見交

換会の実施回数 
0 回 

↗ 増加 

（2回/年間以上） 

②地域公共交通に係る

積極的な情報発信 

市広報における地域公共交

通に関する情報発信の回数 
0 回 

↗ 増加 

（2回/年間以上） 

③地域公共交通への理

解の促進 

公共交通学習を実施する学

校数 
0 校 

↗ 増加 
（延べ 16校） 
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5．目標の達成に向けた施策メニュー  
前章で掲げた目標の達成に向け、基本方針に基づき、以下の施策メニューを定めました。計画

期間内で推進するそれぞれの施策メニューの具体的な取組例、実施主体およびスケジュールにつ

いては、次ページ以降に記載しています。 

 

表 6.1.1 本計画の施策メニュー 

基本方針 番号 施策メニュー 

Ａ 

持続可能な地域公共交通

ネットワークを構築する

ための維持・改善 

Ａ－１ 行政負担による地域公共交通の維持 

Ａ－２ コミュニティバスのサービス改善・見直し 

Ａ－３ 誰もが使いやすい公共交通環境整備 

Ｂ 

多様なニーズに対応した

地域公共交通の確保 

Ｂ－１ 
鉄道・バスによるカバー率が低い地域における移動手段

の確保 

Ｂ－２ まちづくりの進捗にあわせた移動手段の確保 

Ｂ－３ ターゲットを明確にした交通弱者の移動支援 

Ｃ 

地域公共交通を支える 

体制・しくみの構築 

Ｃ－１ 地域公共交通に係る協議・調整の場づくり 

Ｃ－２ 観光・商業施設・地元企業等との連携 

Ｃ－３ 地域公共交通に関する情報発信 

Ｃ－４ 地域公共交通の担い手の確保 

Ｃ－５ 地域公共交通を地域が自ら守り育てる意識の醸成 

Ｃ－６ 地域主体の検討・運行を支援するスキームの構築 
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施策メニュー Ａ－１ 行政負担による地域公共交通の維持 

施策のねらい 国庫補助を活用しつつ、路線バス・コミュニティバスの運行を継続すること

により、地域公共交通ネットワークを維持し、市全体として公共交通により

移動しやすい環境を整えます 

具体的な取組内容（例） 

●国と県・市の協調によるバス路線の維持 

【継続する取り組み】 

✓ 地域公共交通確保維持改善事業費補助金（地域内フィーダー系統および地域間幹線系統）

の活用継続による運行経費の確保 

 

《対象路線となる路線と位置づけ・必要性など》 

系統の種別 地域内フィーダー系統 地域間幹線系統 

対象路線 ①神宮イオンモール・神宮観音寺線 

②八木耳成線 

③かしはらしコミュニティバス 

①八木下市線 

②八木御所線 

③高田イオンモール線 

④八木新宮線 

路線維持や

補助の必要

性 

いずれも、橿原市の人口の集積地区である

八木地区と橿原神宮前地区と公的施設また

は大型商業施設や医療施設、主要駅を円滑

に連結する役目を担う路線として、共通の

性格を有する。今後も継続した運行が必要

な一方、交通事業者や市の努力のみでは路

線維持が難しく、地域公共交通確保維持事

業により運行の維持・確保の必要がある。 

また、①については、車両のバリアフリー

化を目的にノンステップバスの導入を図

り、障がい者や高齢者などへの優しい移動

手段の提供の幅を広げていく。 

いずれも、隣接する市町間等

を連絡する路線定期運行であ

り、生活や観光において不可

欠な機能を提供しており、今

後も継続した運行が必要な一

方、交通事業者や県・市の努

力のみでは路線維持が難し

く、地域公共交通確保維持事

業により運行の維持・確保の

必要がある。 

実施主体 ①②奈良交通 

③橿原市（運行は奈良交通に委託） 

奈良交通 

目的・効果

と評価手法 

・バス利用者数 

・収支率（フィーダー系統） 

・市財政負担額（フィーダ系統、地域間幹線系統） 

・ノンステップバス導入率（神宮イオンモール・神宮観音寺線） 
 
 

実施主体 

市 県・国 交通事業者 住民 その他（※） 

◎ ◎（県・国） ◎（バス）   

スケジュール（年度） 

令和 5(2023) 令和 6(2024) 令和 7(2025) 令和 8(2026) 令和 9(2027) 長期 

      

【実施主体について】◎：メインとなって事業を推進する   ○：事業の推進に対して支援・協力・連携する 
（※）その他：関係団体（商業関係、観光関係）、企業等  

【継続する取り組み】実施 
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施策メニュー Ａ－２ コミュニティバスのサービス改善・見直し 

施策のねらい 利用者・利用区間が限定され、収支率が低いコミュニティバスのサービスの

改善・見直しにより、主に市南東部における公共交通の利便性を向上し、買

い物等新たな利用者層の掘り起こしを図ります 

具体的な取組内容（例） 

●情報提供の充実による利便性の向上 

【新たな取り組みの一例】 

✓ 商業施設への買い物プランの提案 

✓ コミュニティバスマップの作成・提供 

✓ バスロケーションシステムの充実によるコミュニティバス運行状況の提供    等 

 

●利用しやすい運賃体系や割引施策の実施 

【新たな取り組みの一例】 

✓ コミュニティバス利用者に対する買い物割引の実施 

✓ 定期券、回数券の導入 

✓ コミュニティバス運賃の見直し（奈良交通路線バス運賃との協調を図る等）    等 

 

●コミュニティバスに乗ってみたくなる仕掛けの企画 

【継続する取り組み】 

✓ 乗ってみたくなるバスラッピングの実施 

【新たな取り組みの一例】 

✓ リピーター確保に向けた取り組みの実施    等 

 

●利用状況やニーズにあわせたダイヤ・ルートの見直し 

【新たな取り組みの一例】 

✓ 買い物や通院のニーズにあわせたダイヤ・ルートの見直し    等 

 

実施主体 

市 県・国 交通事業者 住民 その他（※） 

◎  ○(バス)  
〇（商工会議所・商業施

設・観光協会） 

スケジュール（年度） 

令和 5(2023) 令和 6(2024) 令和 7(2025) 令和 8(2026) 令和 9(2027) 長期 

      

      

【実施主体について】◎：メインとなって事業を推進する   ○：事業の推進に対して支援・協力・連携する 
（※）その他：関係団体（商業関係、観光関係）、企業等 

  

【新たな取り

組み】検討 

【継続する取り組み】実施 

【新たな取り組み】可能なものから順次実施 
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参考 利用しやすい運賃体系や割引施策の導入 

■コミュニティバスの低価格定期券（小山市） 

 

  
出典：小山市ホームページ 

 

参考 コミュニティバスに乗ってみたくなる仕掛けの企画 

■バス車体・車内ラッピング、デジタルスタンプラリーの事例 

・「すみっコぐらし」と行くデジタルスタンプラリー（令和 4(2022)年 8月～11月）の実施

にあわせて、車体・車内ラッピングを実施（奈良県） 

 
出典：奈良県ホームページ 
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施策メニュー Ａ－３ 誰もが使いやすい公共交通環境整備 

施策のねらい ハード・ソフト両面での利便性向上策を実施することにより、公共交通を利

用しやすい環境を整え、既存の公共交通利用者には継続して利用して頂くと

ともに、新たな公共交通利用者の取り込みを図ります 

具体的な取組内容（例） 

●施設や車両の整備・更新 

【継続する取り組み】 

✓ 駅関連施設のバリアフリー化 

✓ ノンステップバス等のユニバーサルデザイン車両導入の推進 

【新たな取り組みの一例】 

✓ 多様な情報を提供するデジタルサイネージの導入    等 

 

●鉄道・バスの乗り継ぎ利便性の向上 

【継続する取り組み】 

✓ 鉄道ダイヤの改正にあわせたバスダイヤの調整 

 

●利用しやすい運賃体系や支払い方法の導入・推進 

【継続する取り組み】 

✓ ICカード等のキャッシュレス決済の利用促進 

【新たな取り組みの一例】 

✓ 金額式定期券の導入の推進 

✓ 運賃とサービス（買い物・観光等）のパッケージ化の実施    等 

 

実施主体 

市 県・国 交通事業者 住民 その他（※） 

◎ 〇（県・国） ◎(鉄道・バス・タクシー)  
○（商工会議所・商業施

設・観光協会） 

スケジュール（年度） 

令和 5(2023) 令和 6(2024) 令和 7(2025) 令和 8(2026) 令和 9(2027) 長期 

      

      

【実施主体について】◎：メインとなって事業を推進する   ○：事業の推進に対して支援・協力・連携する 
（※）その他：関係団体（商業関係、観光関係）、企業等 

  

【継続する取り組み】実施 

【新たな取り組み】実施する施策の検討→可能なものから順次実施 
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参考 施設や車両の整備・更新 

■耳成駅スロープ設置の計画 

  
資料:近畿日本鉄道㈱提供 

 

参考 利用しやすい運賃体系の導入事例 

■金額式定期（奈良交通） 

 

 

耳成駅計画配置図

駅舎

浴室

トイレ寝室

駅舎

浴室

トイレ寝室

工 事 概 要

・上下構外スロープ整備 ・上下構外階段整備 ・上下改札口、券売機室新設 ・多機能トイレ新設

・上下待合室扉改修

大阪上本町方 大阪線 伊勢中川方

ホーム階（地上階）

コンコース階(地下1階)

下り構外スロープ整備

上下待合室扉改修
上り構外スロープ整備 多機能トイレ新設

構外階段閉鎖

既設駅務室閉鎖

駅務室

上り改札口
券売機室新設

上り構外階段新設

下り改札口
券売機室新設

下り構外階段新設
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■施設利用割引を含めた周遊デジタルチケット（奈良交通） 

・奈良交通では、ジョルダンのスマホアプリ「乗換案内」でのフリー乗車券をモバイルチケッ

ト化して販売（令和 3(2021)年 4月～） 

・スマホアプリを通じて購入すれば、周辺施設の入館料等の割引を受けることが可能。 

 

 
出典：奈良交通ホームページ 

 

■スマートフォンで利用できる定期（小山市） 

・小山市のコミュニティバス（おーばす）では、LINEを使用し

てスマートフォン画面に定期券を表示する、モバイル定期券

のサービスを開始（令和 3(2021)年 10 月～）。販売場所に出

向かずに、LINEを使ったキャッシュレス決済により購入が可

能で、購入から乗車までをすべてスマートフォンで完結。万

一スマートフォンを紛失した場合の再発行にも対応可能。 
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施策メニュー Ｂ－１ 鉄道・バスによるカバー率が低い地域における移動手段の確保 

施策のねらい 地域や行政が一緒になって考えて取り組み、現在、鉄道やバスによるカバー

率が低い地域（以下、不便地域）における移動手段の確保を図ることで、一

人でも多くの方が移動しやすい環境を整えます 

具体的な取組内容（例） 

●不便地域における移動手段確保の取組みの推進 

【継続する取り組み】 

✓ 地域住民の主体的な取り組みの支援    等 

 

●駅やバス停までの移動支援 

【新たな取り組みの一例】 

✓ バス停付近での駐輪場確保（サイクルアンドバスライド）    等 

 

●タクシーの有効活用 

【新たな取り組みの一例】 

✓ タクシーを乗り合って利用することによるグループタクシー制度の導入    等 

実施主体 

市 県・国 交通事業者 住民 その他（※） 

◎  ○(バス・タクシー) ◎  

スケジュール（年度） 

令和 5(2023) 令和 6(2024) 令和 7(2025) 令和 8(2026) 令和 9(2027) 長期 

      

      

【実施主体について】◎：メインとなって事業を推進する   ○：事業の推進に対して支援・協力・連携する 
（※）その他：関係団体（商業関係、観光関係）、企業等 
 

参考 駅やバス停までの移動支援の事例 

■バスからタクシーへの乗継ぎ支援（長岡京市） 

・65歳以上または 70歳以上の高齢者専用定期券を利用した日に、指定のタクシーを利用した

場合、タクシーの初乗り運賃 460円が無料になるタクシー乗継券を交付するサービス。 

 

 
出典：長岡京市ホームページ 

  

【新たな取り組み】実施する施策の検討→可能なものから順次実施 

【継続する取り組み】実施 
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参考 駅やバス停までの移動支援の事例 

■バス停付近での駐輪場確保（サイクルアンドバスライド）（奈良交通） 

 

 
出典：奈良交通ホームページ 
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施策メニュー Ｂ－２ まちづくりの進捗にあわせた移動手段の確保 

施策のねらい 公共交通の観点から、観光資源の周遊のしやすさや医大のキャンパス移転に

伴う学校関係者の利便性を向上し、新しいまちづくりを下支えします 

具体的な取組内容（例） 

●観光施策と連動した公共交通の整備 

【新たな取り組みの一例】 

✓ 世界遺産登録の動向とあわせた移動手段等に関する連携施策の実施 

✓ レンタサイクル等の二次交通の充実    等 

 

●医大キャンパス移転と連動した公共交通の整備 

【新たな取り組みの一例】 

✓ 新キャンパスへのアクセス向上を図る取り組み 

✓ 医大新駅整備に係る各種検討    等 

 

●国体開催と連動した公共交通整備 

【新たな取り組みの一例】 

✓ 令和 13(2031)年国体開催に向けた移動手段等に係る各種検討 

実施主体 

市 県・国 交通事業者 住民 その他（※） 

◎ ◎（県） ○(鉄道・バス・タクシー)  〇（観光協会） 

スケジュール（年度） 

令和 5(2023) 令和 6(2024) 令和 7(2025) 令和 8(2026) 令和 9(2027) 長期 

      

【実施主体について】◎：メインとなって事業を推進する   ○：事業の推進に対して支援・協力・連携する 
（※）その他：関係団体（商業関係、観光関係）、企業等 

 

参考 観光施策と連動した公共交通の整備 

■福山市でのグリーンスローモビリティ（※）の導入事例 

・平成 30(2018)年度に、国土交通省の支援のもと実証運行を行い、令和元(2019)年度よりタ

クシー事業者による本格運行を国内で初めて開始。 

  

(※)グリーンスローモビリティ：時速 20km 未満で公道を走ることができる電動車を活用した小さな移動サー

ビス・車両の総称で、地域が抱える様々な交通の課題の解決や低炭素型交通の確立が期待される。 
  

【新たな取り組み】まちづくりの進捗にあわせて検討→可能なものから順次実施 
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施策メニュー Ｂ－３ ターゲットを明確にした交通弱者の移動支援 

施策のねらい 誰もが円滑で快適に移動できる環境の充実を図るため、子どもや子育て世代、

障がい者、運転免許返納者等、公共交通のメイン利用者となる交通弱者がよ

り公共交通を利用しやすくなる環境を整えます 

具体的な取組内容（例） 

●子ども・子育て世代に対する移動支援 

【新たな取り組みの一例】 

✓ 子どもの均一運賃、大人同伴での割引等の導入    等 

 

●障がい者に対する移動支援 

【継続する取り組み】 

✓ ノンステップバス等のユニバーサルデザイン車両導入の推進 

✓ 障がい者への理解を深める乗務員教育の実施 

✓ 路線バス・コミュニティバス・タクシーの割引制度     等 

 

●運転免許返納者等に対する移動支援 

【継続する取り組み】 

✓ 免許返納後の公共交通利用支援（バス・タクシー） 

【新たな取り組みの一例】 

✓ 返納者に対する公共交通の利用案内     等 

実施主体 

市 県・国 交通事業者 住民 その他（※） 

◎  ◎(バス・タクシー)   

スケジュール（年度） 

令和 5(2023) 令和 6(2024) 令和 7(2025) 令和 8(2026) 令和 9(2027) 長期 

      

      

【実施主体について】◎：メインとなって事業を推進する   ○：事業の推進に対して支援・協力・連携する 
（※）その他：関係団体（商業関係、観光関係）、企業等 

 

参考 子ども・子育て世代に対する移動支援 

■高槻市営バスの取組み 

・子育て世代の移動を支援するためのこうのとりパス・かるがもパス、長期休暇期間中の小

中学生の移動を支援する U-12,U-15おでかけパスを実施。 

制度 内容 

こうのとりパス（妊婦特別
運賃制度） 

妊婦と同伴の 1 名まで、市営バス全線 100 円で利用可能 

かるがもパス（乳幼児保護
者等特別運賃制度） 

子どもの 1 歳の誕生日まで、乳児と同伴の 2 名まで市営バス全
線 100円で利用可能 

U-12，U-15お出かけパス 小・中学生を対象に、夏休み・冬休み・春休み期間中がバスが
一定料金で乗り放題（U-12：1,500円、U-15：3,000円） 
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施策メニュー Ｃ－１ 地域公共交通に係る協議・調整の場づくり 

施策のねらい 交通だけではなく観光や福祉といった他分野との連携、また、橿原市だけで

はなく県や近隣自治体といった広域的な連携を図り、関係者の連携・協働に

より、地域公共交通の維持・活性化を図ります 

具体的な取組内容（例） 

●庁内関係部局との協議・調整 

【新たな取り組みの一例】 

✓ 市の施策との整合を図るための庁内調整を行う場の確保    等 

 

●近隣自治体・県・各種関係機関との協議・調整 

【新たな取り組みの一例】 

✓ 各主体が積極的に参画を図るための協議・調整を行う場の確保    等 

 

実施主体 

市 県・国 交通事業者 住民 その他（※） 

◎ ◎（県・国） ◎(鉄道・バス・タクシー) ◎ 
◎(商工会議所・観光協会

等) 

スケジュール（年度） 

令和 5(2023) 令和 6(2024) 令和 7(2025) 令和 8(2026) 令和 9(2027) 長期 

      

【実施主体について】◎：メインとなって事業を推進する   ○：事業の推進に対して支援・協力・連携する 
（※）その他：関係団体（商業関係、観光関係）、企業等 

 

 

  

【新たな取り組み】実施 
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施策メニュー Ｃ－２ 観光・商業施設・地元企業等との連携 

施策のねらい 目的地となる魅力ある施設と、目的地への移動手段である公共交通が連携し、

施設利用促進と公共交通利用促進の相乗効果が発揮できるようにします 

具体的な取組内容（例） 

●運賃割引等による利用促進 

【継続する取り組み】 

✓ 公共交通を利用したツアーやイベントの実施 

【新たな取り組みの一例】 

✓ 観光施設・商店等と連携した割引クーポンの発行 

✓ 市施設の入場料とバス運賃のセット割引券の配布    等 

 

●情報共有による利便性の向上 

【継続する取り組み】 

✓ 観光マップの作成 

【新たな取り組みの一例】 

✓ バス停近隣スポットへの案内の設置 

✓ 観光・商業施設・地元企業等との意見交換    等 

 

実施主体 

市 県・国 交通事業者 住民 その他（※） 

◎    
○(商工会議所・商業施

設・観光協会・企業) 

スケジュール（年度） 

令和 5(2023) 令和 6(2024) 令和 7(2025) 令和 8(2026) 令和 9(2027) 長期 

      

      

【実施主体について】◎：メインとなって事業を推進する   ○：事業の推進に対して支援・協力・連携する 
（※）その他：関係団体（商業関係、観光関係）、企業等 

  

【新たな取り組み】実施する施策の検討→可能なものから順次実施 

【継続する取り組み】実施 
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参考 観光・商業施設等と連携した運賃割引 

■バス利用による買い物割引の事例 

・奈良交通×イオンモール橿原         ・広陵町コミュニティバス×町内スーパー 

 
出典：奈良交通ホームページ 

 

 

参考 観光・商業施設等と連携したイベントの企画・実施 

■コミュニティバスを活用したキャンペーン 
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施策メニュー Ｃ－３ 地域公共交通に関する情報発信 

施策のねらい 地域公共交通に関する情報提供を充実することにより、利用促進を図るとと

もに、地域公共交通を取り巻く環境についても積極的に情報発信を行い、地

域公共交通への関心を高めていきます 

具体的な取組内容（例） 

●時刻表、路線図、利用方法等をまとめた総合時刻表の整備 

【新たな取り組みの一例】 

✓ 地域公共交通で便利におでかけできる、おでかけしたくなるような情報をまとめたガイド

の作成 

✓ 様々な利用ニーズに対応し、紙媒体による配布とあわせ、電子媒体（インターネット、ス

マートフォンアプリ等）により提供 

✓ 時刻表の改正や路線の変更に応じて、適切に更新   等 

 

●地域公共交通の利用・運営実態に関する情報提供 

【継続する取り組み】 

✓ 広報、ホームページ、ＳＮＳ等多様な媒体や手法の活用 

【新たな取り組みの一例】 

✓ 地域公共交通に対する行政負担額等の見える化の実施 

✓ 地域公共交通の安全性のＰＲや、維持に向けた利用の訴求    等 

 

実施主体 

市 県・国 交通事業者 住民 その他（※） 

◎ ○（県） ◎(鉄道・バス・タクシー)   

スケジュール（年度） 

令和 5(2023) 令和 6(2024) 令和 7(2025) 令和 8(2026) 令和 9(2027) 長期 

      

      

【実施主体について】◎：メインとなって事業を推進する   ○：事業の推進に対して支援・協力・連携する 
（※）その他：関係団体（商業関係、観光関係）、企業等 

 

  

【新たな取り

組み】検討 

【継続する取り組み】実施 

【新たな取り組み】可能なものから順次実施 
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参考 地域公共交通の利用状況・運営実態に関する情報提供 

■市広報における公共交通特集の実施（鈴鹿市） 

  
 

 

■公共交通情報誌の発行/公共交通ポータルサイトの立ち上げ（前橋市） 

  

出典：鈴鹿市広報（平成 29(2017)年 6月号） 
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出典:前橋市交通情報発信サイト・前橋交通ポータル（https://maebashimobility.jp/） 
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施策メニュー Ｃ－４ 地域公共交通の担い手の確保 

施策のねらい 深刻な担い手不足に陥っている交通事業者の人材確保を支援したり、新しい

技術の研究を進め、将来にわたって安定的な地域公共交通サービスが提供で

きる環境を整えます 

具体的な取組内容（例） 

●地域公共交通の担い手の確保 

【新たな取り組みの一例】 

✓ 交通事業者の合同企業説明会の開催支援、市広報を活用した運転手募集 

✓ 運転手の雇用条件の改善に向けた取組み    等 

 

●自動運転技術に関する情報収集・研究 

【新たな取り組みの一例】 

✓ 最新の情報をキャッチアップするとともに、実装に向けた課題や持続可能性について研究 

等 

実施主体 

市 県・国 交通事業者 住民 その他（※） 

◎ ○（県・国） ◎(バス・タクシー)   

スケジュール（年度） 

令和 5(2023) 令和 6(2024) 令和 7(2025) 令和 8(2026) 令和 9(2027) 長期 

      

【実施主体について】◎：メインとなって事業を推進する   ○：事業の推進に対して支援・協力・連携する 
（※）その他：関係団体（商業関係、観光関係）、企業等 

 

参考 地域公共交通の担い手の確保の事例 

■市広報における乗務員募集の事例（五條市）   ■担い手の確保のイベント開催（山口県） 

   
出典：広報五條（令和元(2019)年 10月号） 

  

【新たな取り組み】実施する施策の検討→可能なものから順次実施 
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施策メニュー Ｃ－５ 地域公共交通を地域自ら守り育てる意識の醸成 

施策のねらい 地域公共交通を取り巻く環境を理解し、みんなで守り育てていくために、鉄

道やバス等をより身近で愛着が持てる存在としていくことにより、これを積

極的に利用する意識につなげていきます 

具体的な取組内容（例） 

●人が集まり、地域が愛着を持てる駅・バス停づくり 

【新たな取り組みの一例】 

✓ 駅前・バス停前でのマルシェ等の企画・開催 

✓ 地域の顔となる駅舎や魅力あるバス停等の整備・管理・運営 

✓ 路線・バス停・駅名の愛称の導入 

✓ 地域や学校と連携した駅やバス停周辺の美化活動の推進    等 

 

●駅やバス停の待合環境の向上 

【新たな取り組みの一例】 

✓ 地域と連携したバス待合環境の安全性・快適性の向上    等 

 

●公共交通を知る・学ぶ機会の創出 

【新たな取り組みの一例】 

✓ 公共交通教育の実践（バスの乗り方教室の実施、乗車体験、車庫見学、教材作成等） 

✓ 学習機会の提供（住民向け出前講座の開催等）    等 

 

実施主体 

市 県・国 交通事業者 住民 その他（※） 

◎ ○（県） ○(鉄道・バス・タクシー) ◎ 
◎（商工会議所） 

○（観光協会） 

スケジュール（年度） 

令和 5(2023) 令和 6(2024) 令和 7(2025) 令和 8(2026) 令和 9(2027) 長期 

      

【実施主体について】◎：メインとなって事業を推進する   ○：事業の推進に対して支援・協力・連携する 
（※）その他：関係団体（商業関係、観光関係）、企業等 

 

参考 人が集まる駅やバス停づくり 

■魅力ある駅づくり（地域鉄道やローカル線を中心に実施事例多数） 

・近江鉄道日野駅：地元が運営するコミュニティ駅舎における日替わりカフェ 

・和歌山電鐵貴志川線：猫が駅長を務めることで全国的に有名 

・JR大村駅(長崎県)：駅舎内スタジオから地域の情報を伝えるコミュニティ FM 

・JR湯浅駅(和歌山県)：新駅舎横に観光交流施設・図書館を併設。日本遺産認定の旧駅舎は

地域住民の憩いの場や観光客が気軽に立ち寄れる施設に向け再整備中(R5.3完成予定) 

 

【新たな取り組み】実施する施策の検討→可能なものから順次実施 
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■駅やバス停周辺におけるイベントの実施 

・きのくに線駅マルシェ（有田市） 

  
出典：ＪＲ西日本プレスリリース資料 

 

■バス停やその周辺を拠点化する取組み 

・十勝バス・にぎわいターミナル（十勝市）：バス停から徒歩１分のところに、バス事業者が

運営する焼き肉店をオープン。この店舗をにぎわいターミナルとして位置づけ、情報発信・

地場産品の販売や宅配荷物の預かり、医師による遠隔の健康相談などを行う場所として試

験運用を開始（令和 4(2022)年 11月～） 

   
出典：十勝バスホームページ 
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参考 駅等の美化活動の事例 

■継続的な駅周辺の美化活動（近江鉄道） 

 
出典：近江鉄道ホームページ 

 

参考 バスの乗り方教室・乗車体験会・出前講座等の企画・実施 

■バス乗り方教室（広陵町）   ■出前講座の実施（都留市） 
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施策メニュー Ｃ－６ 地域主体の検討・運行を支援するスキームの構築 

施策のねらい 既存の地域公共交通での対応が難しい移動ニーズに応え、地域の課題解決を

図るための交通メニューと行政による支援のイメージを明確化し、地域が主

体となった移動手段確保に向けた検討・調整・導入を進めやすくします 

具体的な取組内容（例） 

●地域主体での運行に向けたルールづくり 

【新たな取り組みの一例】 

✓ 不便地域に対応したガイドラインの作成    等  

実施主体 

市 県・国 交通事業者 住民 その他（※） 

◎  ○(バス・タクシー) ◎  

スケジュール（年度） 

令和 5(2023) 令和 6(2024) 令和 7(2025) 令和 8(2026) 令和 9(2027) 長期 

      

【実施主体について】◎：メインとなって事業を推進する   ○：事業の推進に対して支援・協力・連携する 
（※）その他：関係団体（商業関係、観光関係）、企業等 

 

参考 他都市における地域公共交通確保のためのガイドラインの事例 

■西宮市 

・地域住民が生活移動手段の確保を目的として主体的に取り組む乗合交通（コミュニティ交通）

の取組に市は支援を行い、持続可能な地域公共交通の確保を図る。 

・市の支援について、試験運行時には運行損失額（補助対象経費から、運賃・協賛金・その他

試験運行に係る収入を減じて得た額）を支援し、本格運行時には、運行損失額の一部を支援

する。 

 
出典：地域が作る地域の交通 コミュニティ交通（西宮市） 

図 地域主体によるコミュニティ交通導入までの流れ① 
  

【新たな取り

組み】検討 
【新たな取り組み】実施 
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■山口市 

・山口市においてコミュニティ交通と位置付けている「コミュニティタクシー」「グループタク

シー」「自家用有償運送」について、「導入の条件」「実証運行」「本格運行の基準」「地域負担

と市の補助」「導入の流れ」「導入の流れのポイント」についてまとめたもの 

 
出典：山口市コミュニティ交通の導入手引き（山口市）  

図 地域主体によるコミュニティ交通導入までの流れ② 
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6．計画の進捗管理  

6-1．推進方法 

今後、本計画を推進していく上では、施策メニューの実施状況および目標の達成状況を定期的

に確認し、本計画の進捗を適正に管理していく必要があります。また、コロナ禍による不透明な

社会・経済情勢等の変化に柔軟に対応して、必要に応じて施策や目標の見直しを行い、“作った

ら終わり”の計画ではなく、より実効性のある橿原市の地域公共交通の羅針盤としていく必要が

あります。 

本計画を着実かつ効率的に推進するために、「橿原市地域公共交通会議」のもとで、ＰＤＣＡ

サイクル（計画[Plan]→実行[Do]→検証[Check]→改善[Action]の循環検討手法）の考え方に基づ

き、検証・見直しを行います。 

 

 
図 6.1.1 ＰＤＣＡサイクルによる計画推進のイメージ 

 

  

Plan
計画の立案

Check
目標の達成状況

の評価

Action
評価・検証を踏ま
えた計画の見直し

計画全体のＰＤＣＡ

個別の施策に対するＰＤＣＡ

原則として毎年実施

必要に応じて Ｒ9年度末

Do
実施

Check
評価

Action
見直し

Plan
計画

施策メニューA-1

Do
計画に沿った
事業の実施

計画や目標の見直し 次期計画の策定実施時期

実施時期

Do
実施

Check
評価

Action
見直し

Plan
計画

施策メニューA-2

Do
実施

Check
評価

Action
見直し

Plan
計画

施策メニューC-7
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6-2．計画推進にあたっての各主体の役割 

地域公共交通は、これまでのように交通事業者や行政だけに任せていては、守っていくことが

困難な局面を迎えています。第 4章で掲げた基本理念の実現に向けて、それぞれの施策メニュー

を実行するにあたっては、橿原市や交通事業者だけではなく、地域住民等も含めたすべての関係

者がそれぞれの役割を担い、一体となって計画を推進していく必要があります。 

各施策メニューの実施主体については、第 5章に記載の通りですが、計画全体を推進していく

ために各主体が担うべき基本的な役割を以下のとおり整理しました。 

 

表 6.2.1 各主体の基本的な役割 

主体 役割 

行政 ・地域公共交通計画全体の管理 

・関係者間のパイプ役となり、課題認識の共有・解決に向けた

機運の醸成 

・交通事業者や地域主体の取組みに対する財政的・側面的支援 

交通事業者 ・安全で快適な交通サービスの提供 

・利便性向上の取組みや積極的な情報発信等による、地域公共

交通利用の促進 

住民 ・積極的な地域公共交通利用 

・地域公共交通への関心と理解の向上 

・地域主体での移動手段の確保に向けた検討への参画 

その他 

（商業・観光関係団体や施設、

企業等） 

・行政や交通事業者とともに、地域公共交通を利用して地域や

施設を訪れたくなる取組みへの協力 

・通勤や業務等における地域公共交通の積極的な利用 

 


